
 平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、想定されていた規模を超える地震や津

波が発生し、広い範囲にわたって甚大な被害が生じました。また、近年は、台風、ゲリラ

豪雨、洪水、竜巻など多くの自然災害が発生しています。さらに、首都直下地震の発生が

懸念されています。 

 市では、市民の生命、身体及び財産を守り、被害を最小限に抑えるため、様々な防災対

策を実施してきました。しかし、大規模な災害に対しては、行政だけが防災に取り組むの

ではなく、市民一人ひとりが自らのことは自らが守る「自助」、地域において互いに助け

合う「共助」、そして、市が安全を確保する「公助」が相互に連携し、協力することが重

要となります。 

 このようなことから、市民や事業者等の防災に関する意識の醸成を図り、自助・共助・

公助が連携することの重要性を再認識するとともに、市民や事業者、自主防災組織、災害

ボランティア等と連携した防災対策を、より一層推進するため八潮市防災基本条例を制定

しました。 



　第1 章では、条例を制定する目的や基本理念を示すとともに、市民、事業者、市そ
れぞれの責務について規定しています。

　 防災対策は、市民一人ひとりが自分自身と家族の安全を守る『自助』が基本となります。
また、身近な地域住民がお互いに助け合う『共助』も重要です。一方、自助や共助で対応で
きない対策は、市の『公助』が必要となります。防災対策は、市民、事業者、市がそれぞれ
の責務と役割を主体的に果たし、相互に連携しながら協力して実施しなければなりません。

 

○① 、② 、 及び の 、③ を定め、防災対策を総合的

かつ計画的に推進し、 を目指します 

第１章 総則（第１条～第７条） 

目的（第１条） 

 

○防災対策は、 を基本とし、 及び に基づき、 、 及び が

相互に連携を図りながら実施します 

○防災対策の計画及び実施は、 を推進し、 します 

基本理念（第３条） 
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○ は、自分と家族の安全を確保し、自ら災害に備えましょう 

○ は、市や地域の防災活動に協力しましょう 

 

○ は、従業員や施設の安全を確保しましょう 

○ は、 、 と連携し、地域の防災対策に協力しましょう 

○ は、事業を継続する体制を整備しましょう 

○ は、従業員の帰宅困難者対策をしましょう 

 

○ は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護します 

○ は、 、 、 、 等と連携します 

○ は、総合的な防災対策を推進します 

市民の責務（第４条） 

事業者の責務（第５条） 

市の責務（第６条） 

 市民は、日頃から災害に備え、災害が発生

したときは、自分自身と家族の安全を最優先

で確保してください。 

 また、市や自主防災組織が実施する防災訓

練等に参加し、災害時の対応を確認すること

も重要です。 

【具体的な災害に対する備え】 
 ・建築物等の耐震化 

 ・家具の転倒防止 

 ・初期消火に必要な用具の準備 

 ・飲料水・食糧・生活必需品等の備蓄 

 ・避難経路や避難場所の確認 

 事業者は、従業員・来所者、管理する施

設・設備の安全を確保するとともに、地域の

防災対策に協力してください。 

 また、災害時であっても事業を継続・早期

復旧できる体制を整備してください。 

 さらに、従業員の一斉帰宅を抑制する帰宅

困難者対策をお願いします。 

【具体的な災害に対する備え】 
 ・建築物や看板等の安全管理 

 ・オフィス家具の転倒防止 

 ・地域の防災訓練や防災活動に参加 

 ・事業継続計画の策定 

 ・従業員用の飲料水・食糧等の備蓄 

 市は、市民の生命、身体及び財産を災害か

ら保護するため、総合的な防災対策を推進し

ます。 

 災害が発生する前は、公共施設の耐震化、

他の地方公共団体等との協定締結を行い、ま

た、災害発生時は、避難所の運営や復旧・復

興対策等を実施します。 

【具体的な災害に対する備え】 
 ・地域防災計画の推進 

 ・飲料水・食糧・生活必需品の備蓄 

 ・災害時要援護者の対策 

 ・自主防災組織への支援 
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　市は、災害に関する情報を提供しています。また、市民や事業者は、災害
に備え、ラジオなどを事前に準備し、災害時には自ら情報を収集することが
必要です。

　第2章では、災害発生前の対策として、防災訓練や知識の習得、自主防災組織への支
援、ボランティアの育成、災害時要援護者の対策などについて規定しています。

災害時に迅速かつ的確な行動をとるためには、正
しい防災知識の習得と日頃からの訓練が重要で
す。研修や訓練に参加し、『いざ』というときに
備えましょう

第２章 予防対策（第８条～第17条） 

 

○ は、総合的な防災訓練を実施します 

○ は、町会自治会等を単位

とした防災訓練を実施しましょう 

 

○ は、防災に関する研修や訓練等に参

加しましょう 

○ 、 及び は、

防災に関する啓発活動を推進します 

○ は、防災に関する情報を提供するととも

に、研修や訓練を実施します 

○ は、従業員の防災に関する知識向

上等を図るため防災の取組を推進しましょう 

 

○ は、情報収集・連絡の体制を整備します 

○ 及び は、災害の情報収集・把握に努めましょう 

防災訓練（第８条） 

防災に関する知識の習得等（第９条） 

情報収集連絡体制（第10条） 

チラシ 

HP 

参加 
実施 

提供 

市 民 

伝達 

収集 

総合 

防災訓練 地域の 

防災訓練 

出前講座 
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　自主防災組織は、様々な防災活動を実施してお
り、その役割が期待されています。また、ボラン
ティアは、機動的な活動が期待されています。
　この活動を充実させることで共助が促進される
とともに、地域住民一人ひとりの自助も促進され
ることが期待されます。

　災害時要援護者とは、災害時における避難や避難生活などに支援が必要となる方で
す。そのため、災害時要援護者に配慮した対策を推進します。
　また、市は、災害時に必要な支援を行うため、災害時要援護者に関する必要な情報を
関係機関と連携し、収集するよう努めます。

避難などに支援を必要とする人 

 

○ は、 を支援し、その充実を

図ります 

○ は、防災活動の中心的な役割を担う人物

の育成に努めます 

 

○ は、被災者支援及び復旧・復興活動を行

う の育成に努めます。 

 

○ 、 、 等は、災害時要援護者に配慮した対策を推進します 

○ は、災害時要援護者の必要な情報の収集に努めます 

自主防災組織への支援（第13条） 

ボランティアの育成（第14条） 

災害時要援護者の対策（第15条） 

共助の促進 

支援 

育成 

障がい者 

外国人 

乳幼児 

妊産婦 傷病者 

高齢者 

事業

者 

必要な情報の収集 

配
慮
し
た
対
策 
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　第３章では、災害発生後の対策として、応急活動や避難所の開設などについて規定
しています。

　災害の被害を最小限に抑えるため、市、市
民、事業者、自主防災組織、ボランティアは連
携し、応急対策を実施しましょう

　避難所の運営に当たっては、被災者に配慮し
た運営を行いますが、特に災害時要援護者や女
性、子どもに配慮した運営を行います

第３章 応急対策（第18条～第20条） 

 

○ は、応急活動を行う体制を確立します 

○ は、 、 、 、

等と連携し、防災対策を実施します 

○ 、 、 、

等は、相互に連携・補完し、

応急対策を実施しましょう 

 

○ は、災害時には速やかに避難所を開設し

ます 

○ は、 、 等と連

携し、災害時要援護者、女性、子ども等に配

慮した避難所運営を行います 

応急活動（第１８条） 

避難所の開設等（第１９条） 

 第４章 復旧・復興対策（第21条） 第５章 補足（第22条） 

 

○ は、 、 、 、

等と連携し、市民の生活の再建、都

市の復旧・復興を迅速的かつ計画的に実施し

ます 

復旧・復興対策（第２１条） 
 

○ は、他の地方公共団体で大規模な災害が

発生したときは、相互協力の理念に基づき必

要な支援をします 

地方公共団体への支援（第２２条） 

市 
事業
者 

ボラン
ティア 

自主防
災組織 

市
民 

連携 

応急活動の体制 

•男女別の居住スペース 

•更衣室・授乳室の設置 

プライ
バシー 

•洋式トイレの設置 

•ミルク・紙おむつの準備 

•福祉避難所の開設  
生活 

•保健師の巡回 

•女性相談員の配置 健康 

配慮の具体例 
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第１章 総則 
（目的） 

第１条 この条例は、八潮市の防災対策について、基本理念を定め、並びに市民、事業者及び市の責務を明らかにするとともに、

基本となる事項を定めることにより、防災対策を総合的かつ計画的に推進し、もって災害に強い安全なまちづくりの実現に寄与す

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 防災対策 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」という。）第２条第１号に定める災害を未然に防ぐため

の予防対策、災害時における被害を軽減するための応急対策並びに災害からの復旧及び復興を図るための復旧・復興対策をいう。 

⑵ 市民 市内に居住し、又は市内に勤務し、若しくは市内で学ぶ個人をいう。 

⑶ 事業者 市内で事業活動を行う個人、法人又は団体をいう。 

⑷ 自主防災組織 町会自治会等を単位として自発的に結成された防災組織をいう。 

⑸ 防災関係機関 法第２条第５号及び第６号に定める機関をいう。 

⑹ 帰宅困難者 災害で交通機関が停止したことにより、外出先から帰宅すること、又は目的地に到達することが困難な者をいう

。 

⑺ 災害時要援護者 高齢者、障がい者、傷病者、乳幼児、妊産婦、外国籍の者等のうち、災害時に避難誘導等の援護を要するも

のをいう。 

 

（基本理念）  

第３条 防災対策は、自らのことは自らが守る自助を基本とし、地域において互いに助け合う共助及び市が安全を確保する公助に

基づき、市民、事業者及び市がそれぞれの責務と役割を果たし、相互に連携を図りながら協力して実施されなければならない。 

２ 防災対策に関する計画の策定及びその実施に当たっては、女性の参画を推進し、男女双方の視点を取り入れることにより、多

様な主体の意見の反映に努めなければならない。 

 

（市民の責務） 

第４条 市民は、自己及び家族の安全を確保するため、自ら災害に備えるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 市民は、国、埼玉県（以下「県」という。）及び市が実施する防災対策並びにその地域の自主的な防災活動に協力するよう努

めるものとする。 

 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その社会的責務に基づき、従業員、事務所又は事業所の来所者及びその地域の市民並びに自らが管理すべき施

設及び設備の安全を確保するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 事業者は、市民及び自主防災組織と連携を図り、その地域における防災対策について協力するよう努めるものとする。 

３ 事業者は、災害時において、事業活動を継続し、又は再開できる体制を整備するよう努めるものとする。 

４ 事業者は、従業員が帰宅困難者となった場合の対策を講ずるとともに、その内容を従業員に周知するよう努めるものとする。 

 

（市の責務） 

第６条 市は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、国、県、市民、事業者、自主防災組織、防災関係機関、ボラ

ンティア等と連携し、総合的な防災対策の推進に努めなければならない。 

 

（地域防災計画） 

第７条 八潮市防災会議（法第１６条第１項の規定に基づき置かれる市町村防災会議をいう。）は、第３条の基本理念を八潮市地

域防災計画（法第２条第１０号ロの市町村地域防災計画をいう。）に反映させるよう努めなければならない。 

 

第２章 予防対策 
（防災訓練） 

第８条 市は、国、県、自主防災組織及び防災関係機関と連携し、総合的な防災訓練を実施するよう努めなければならない。 

２ 自主防災組織は、前項のほか、町会自治会等を単位とした防災訓練を実施するよう努めるものとする。 

 

（防災に関する知識の習得等） 

第９条 市民は、防災に関する知識及び技術を習得するため、積極的に研修、訓練等に参加するよう努めるものとする。 

２ 市、事業者及び自主防災組織は、家庭及びその地域の防災対策が自主的かつ積極的に行われるよう防災に関する啓発活動を推

進し、市民の防災に関する知識の向上及び意識の高揚に努めるものとする。 

３ 市は、防災に関する知識の向上及び意識の高揚を図るため必要な情報の提供を行うとともに、研修及び訓練の実施に努めなけ

ればならない。 

４ 事業者は、従業員の防災に関する知識の向上及び意識の高揚を図るため、防災に関する取組を推進するよう努めるものとする

。 

 

（情報収集連絡体制の整備） 

第１０条 市は、災害時に備え、災害に関する情報を収集し、及びこれを伝達するための体制を整備するよう努めなければならな

い。 

２ 市民及び事業者は、災害に関する情報の収集及び把握に努めるものとする。 

八潮市防災基本条例 
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（災害に強い安全なまちづくりの推進） 

第１１条 市は、道路、公園等の都市基盤の整備、市が管理する施設の耐震性及び不燃性の強化、土地利用の誘導等の施策を通

じて、災害に強い安全なまちづくりを総合的に推進するよう努めなければならない。 

 

（物資の備蓄等） 

第１２条 市は、災害時に備え、必要な物資及び資器材を、計画的に備蓄し、整備するとともに、災害時における円滑な運搬及

び配給の体制を確保するよう努めなければならない。 

 

（自主防災組織に対する支援） 

第１３条 市は、自主防災組織に対し、必要な支援及び協力を行うことにより、その充実を図るとともに、その地域の防災活動

において中心的な役割を担う人材の育成に努めなければならない。 

 

（ボランティアの育成） 

第１４条 市は、災害時に備え、被災者への支援活動及び復旧・復興活動を行うボランティアの育成に努めなければならない。 

 

（災害時要援護者の対策） 

第１５条 市、事業者、自主防災組織等は、災害時に備え、災害時要援護者に配慮した対策を推進するよう努めるものとする。 

２ 市は、関係機関と連携し、災害時要援護者に関する必要な情報を収集するよう努めなければならない。 

 

（帰宅困難者の対策等） 

第１６条 市は、帰宅困難者による混乱に備え、あらかじめ、近隣の地方公共団体、事業者及び防災関係機関と連携し、必要な

対策を講ずるよう努めなければならない。 

２ 市民は、災害時に備え、安全に、帰宅又は目的地への到達ができるよ 

う、あらかじめ、徒歩による経路の確認等をするよう努めるものとする。 

 

（協定の締結） 

第１７条 市は、応急対策及び復旧・復興対策を迅速かつ的確に実施するため、必要に応じて他の地方公共団体又は防災に関係

する事業者と協定を締結するよう努めなければならない。 

 

第３章 応急対策 
（応急活動） 

第１８条 市は、災害時において、応急活動を行うための体制を確立し、国、県、市民、事業者、自主防災組織、防災関係機関、

ボランティア等と連携を図り、前章の規定により講じられた予防対策が十分に発揮されるよう努めるとともに、必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

２ 市民、事業者、自主防災組織、ボランティア等は、災害時において、相互に連携し、補完することにより、必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。 

 

（避難所の開設等） 

第１９条 市は、災害時において、被災者の収容のため必要があると認めるときは、速やかに避難所を開設するよう努めなけれ

ばならない。 

２ 市は、避難所の運営に当たっては、自主防災組織、ボランティア等と連携し、特に災害時要援護者、女性、子ども等に配慮

するよう努めなければならない。 

 

（活動拠点の提供） 

第２０条 市は、災害時において、ボランティア等に対し、活動拠点の提供に努めなければならない。 

 

第４章 復旧・復興対策 
第２１条 市は、災害により市内に甚大な被害が発生したときは、国、県、市民、事業者、自主防災組織、防災関係機関、ボラ

ンティア等と連携し、市民の生活の再建、都市の復旧その他の復旧・復興に関する事業を迅速かつ計画的に実施するよう努めな

ければならない。 

 

第５章 補則 
（他の地方公共団体への支援） 

第２２条 市は、他の地方公共団体において大規模な災害が発生したときは、相互協力の理念に基づき、必要な支援に努めなけ

ればならない。 

防災に関する問い合わせ先 
  八潮市 くらし安全部 交通防災課 

  〒340-8588 埼玉県八潮市中央１－２－１ 

  電話 048-996-2111 内線305 

  FA X  048-995-7367 
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